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入 札 説 明 書 

 
 佐野市では、田沼行政センター１階ロビーに設置する飲料用自動販売機の設置者を募集し

ますので、募集に参加される方は、この説明書をよく読み、各事項を承知のうえ、お申込み

ください。 

 

１ 入札に付する事項 

（１）入札件名 佐野市役所田沼行政センター１階ロビー飲料用自動販売機設置 

 （２）設置台数 １台 

（３）業種区分 大分類：Ｋその他の物品 小分類：０７自動販売機設置 

（４）地域要件 個人又は法人のうち、法人にあっては、杤木県内に本店、支店又は営業

所を有する者であること。また、個人にあっては、佐野市内に居住し事業を営んでい

る者であること。 

（５）契約期間 令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 

 （６）設置場所 佐野市役所田沼行政センター１階ロビー（佐野市田沼町９７４番地３） 

 （７）物件概要 別表による。 

 

２ 入札に参加する資格の確認等 

  本入札に参加を希望する者は、資格の確認を受けるために、次の書類を提出し、当該資

格の確認申請をしてください。 

（１）提出書類 条件付一般競争入札参加資格確認申請書 １部 

（２）提出方法 持参 

（３）提出先  佐野市 市民生活部 田沼行政センター 総務係 

（４）提出期限 令和４年２月１５日（火）午後５時 

 

３ 入札の基本事項 

（１）入札する内容は、自動販売機の設置期間中における毎月の売上金額に対する「提案率」

です。小数点以下第１位まで記載してください。 

（２）入札方法は、本入札説明書に記載する入札日時及び入札場所において入札書を提出し

ていただきます。 

なお、郵送、ファクシミリ及びインターネットなどでの提出は受付しません。 

（３）入札に参加する者が１人である場合においても、原則として入札を執行するものとし

ます。 

（４）１件の入札に係る入札執行回数は１回とし、再度入札は行わないものとします。 

（５）条件付一般競争入札参加資格確認申請書提出後に入札を辞退される場合は、入札辞退

届（指定様式）を入札日前日までに、佐野市市民生活部田沼行政センター総務係へ提出

（持参）してください。 

 

４ 入札及び開札の方法等 

（１）入札は指定の入札書を使用します。 

（２）入札書には、ボールペン又は万年筆を使用して明確かつ明瞭に記入し、鮮明に押印し

てください。鉛筆、シャープペンシルは使用できません。 

（３）脱字又は誤字を加除訂正した場合にはその箇所又は付近に押印してください。なお、

提案率の訂正はできませんので注意してください。 

（４）提案率はアラビア数字を使用し、少数点以下第１位まで記入してください。 

（５）入札者は、その投入した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることはできません。  



 - 2 - 

（６）代理人が入札を行う場合には、委任状を入札執行前に提出してください。 

（７）入札及び開札の日時  

令和４年３月１１日（金）午前１０時 （受付は午前９時４０分から） 

（８）入札及び開札の場所 

   佐野市役所 田沼行政センター ２階 第１・２会議室（佐野市田沼町９７４番地３） 

（９）入札結果については、落札者の決定後、落札者名等を佐野市ホームページ等で公表し

ます。 

 

５ 落札者の決定方法 

（１）入札書を公開の場で開札し、本入札で定める最低提案率以上の率をもって有効な入札

を行った者のうち、最も高い率を提示した者を落札者とします。 

ただし、最高提案率で入札した者が辞退した場合は、次点の者を落札者とします。 

（２）最高提案率の入札が２者以上ある場合は、直ちに当該入札者にくじを引かせて落札者

を決定するものとします。 

 

６ 入札の無効 

（１）入札書の記載事項が不明瞭で判読できないとき。 

（２）入札書記載の提案率を訂正したもの又は氏名の下に押印がないもの。 

（３）入札者又はその代理人が同一事項に２通以上の入札をしたもの。 

（４）入札者の資格を制限した場合において無資格者のしたもの。 

（５）開札に立会いを要する場合において、入札者又はその代理人が立ち会わないとき。 

（６）談合その他不正の行為があったと認められるもの。 

（７）２人以上の代理をした者が入札をしたもの。 

（８）入札日時に遅延した入札者又はその代理人が入札をしたもの。 

（９）その他本入札における特定事項に違反したもの。 

 

７ 入札の中止 

  不正な入札が行われるおそれがあると認めるとき又は災害その他やむを得ない理由があ

るときは、入札を中止、又は入札期日を延期することがあります。 

 

８ 自動販売機の設置条件 

（１）自動販売機設置者（以下「設置者」という。）の施設使用形態 

地方自治法第２３８条の４第２項第４号の規定に基づき、本市が設置者へ市有財産の

一部を貸付けし、設置者は本市へ設置料を納付する方法により行います。 

（２）契約期間 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日までとし、入札を経ない契約期間の更新は

認めないものとします。 

（３）設置料 

設置者は、自動販売機の売上状況を１ヶ月ごとに取りまとめ、翌月１０日までに本市

へ売上報告書を提出するものとします。毎月の売上金額に、入札書に記載された提案率

を乗じた金額を持って設置料とします。 

（４）必要経費 

   自動販売機の設置、維持管理、撤去等に要する経費負担については、次のとおりとし

ます。 

ア 自動販売機の設置及び撤去に要する工事費、移転費等はすべて設置者の負担とし、

その方法については、本市の指示に従ってください。 

イ 電気料については、設置者の負担とします。設置者において適正な規格品である計

量機器（子メーター）を設置し、それによる消費電力に応じた実費相当分を、本市が

毎月発行する納入通知書により、指定する期限までに全額納入してください。 
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  なお、電気料の算出方法は次のとおりです。 

   【電気料金月額（円未満切捨て）】 

＝（電力量単価（税込）±燃料費調整単価＋再生可能エネルギー発電促進賦課金）

×子メーターの数値により算出する月間消費電力量（ｋＷｈ）  

   ＊当該月の電力量単価は、夏季・その他季により変動があります。 

   ＊燃料費調整単価、その他賦課金単価等は変動があります。 

＊契約期間中にその他の賦課金が発生した場合は、電気料金に反映させるものとしま

す。 

ウ 電気工事等が必要となる場合の工事の実施及び費用負担は、設置者の負担とします。 

（５）設置機器の仕様 

設置する自動販売機の機器については、次に掲げる条件を満たしたものとします。 

ア 別表「物件概要」で示す「外形寸法」を超えないものとし、転倒防止対策を行うこ

と。 

イ 十円以上の補助貨幣及び千円紙幣が使用できること。 

ウ 省電力やノンフロン対応など環境負荷の低減に十分配慮したものであること。 

エ 外観は、設置場所に配慮したものであること。 

オ 取出口が高い位置にあるなど、利用者に使いやすく開発されたユニバーサルデザイ

ンのものや、災害や緊急事態の発生、停電時等に対応する災害救援ベンダーを搭載し

た機械を設置することについて、極力導入に努められたい。 

（６）利用上の制限 

契約期間中は、次の事項を遵守してください。 

ア 入札条件を遵守し、設置料及び電気料を本市が定める期限までに確実に納付するこ

と。 

イ 自動販売機を設置する権利を第三者に譲渡又は転貸してはならない。 

ウ 販売品の搬入及び廃棄物の搬出時間・経路については本市と協議のうえ行うこと。 

エ 販売品目は、清涼飲料水（スポーツドリンク含む）とし、酒類の販売を行わないこ

と。また、缶又はペットボトルなどの密閉式の容器とすること。なお、商品の具体的

な構成については、落札決定後、事前に本市と協議を行うこと。 

オ 商品の販売価格は、標準小売価格（メーカー希望小売価格）を超えない価格で販売

すること。 

（７）維持管理 

契約期間中は、次の事項を遵守してください。 

ア 商品補充、金銭管理など自動販売機の維持管理については、設置者が行うこと。ま

た、商品の賞味期限に十分注意するとともに、在庫・補充管理を適切に行うこと。 

イ 自動販売機に併設して、販売する飲料の容器の種類に応じた使用済み容器の回収ボ

ックスを必要数設置し、設置者の責任で適切に回収・リサイクルすること。 

ウ 衛生管理及び感染症対策については、関係法令等の遵守・徹底を図るとともに、関

係機関等への届出、検査等が必要な場合は遅滞なく手続き等を行うこと。 

エ 自動販売機を設置するにあたっては、据付面を十分に確認したうえで安全に設置す

ること。また、設置後は定期的に安全面に問題ないか確認すること。 

オ 自動販売機の故障や問い合わせについては、連絡先を明記し、設置者の責任におい

て速やかに対応すること。 

（８）原状回復 

設置者は、契約期間が満了又は契約が解除された場合は、速やかに原状回復してくだ

さい。なお、原状回復に際し、設置者は一切の補償を本市に請求することはできません。 

 

９ 契約の締結 

（１）落札者は、速やかに契約書を作成するものとします。 

（２）契約の締結及び履行に関する費用については、すべて落札者の負担とします。 
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（３）契約は、入札参加者名義で行います。 

（４） 契約を締結するまでの間に、落札者が指名停止又はこれに準ずる措置を受けた場合は、

原則として契約を締結しないものとします。この場合、本市は一切の損害賠償の責を負

いません。 

 

10 設置料の納付 

設置料は、本市が毎月発行する納入通知書により、指定する期限までに全額納入してく

ださい。また、既に納入した設置料は返還しません。 

また、売上実績（売上個数、金額）については、所管の田沼行政センターへ、毎月、報

告するものとします。 

 

11 その他 

条件付一般競争入札参加資格確認申請書、入札書等の指定様式は、佐野市ホームページ

において、本入札を掲載したページからダウンロードして使用してください。なお、ダウ

ンロードができない場合等は、田沼行政センター窓口で配布します。 

 

12 問い合わせ先 

 

佐野市 市民生活部 田沼行政センター 総務係 

郵便番号  ３２７－０３９８ 

住  所  佐野市田沼町９７４番地３ 

電話番号  ０２８３－６１－１１２０（直通） ２１０１(内線) 

ＦＡＸ   ０２８３－６２－６３７７ 


